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る行為（21 条 1 項 1 号）、それから②①によって取得した営業秘密を、図利加




複製の作成、不消去または消去の仮装する行為である（21 条 1 項 3 号イない
しハ）。それから、④被開示者が、任務に背いて③に該当する行為で領得した













て、当該営業秘密を不正に使用・開示する行為（21 条 1 項 7 号）、二次的取得
者以降の者から、不正開示を通じて、図利加害目的をもって当該営業秘密を取
得した「三次以降取得者」が、さらに図利加害目的をもって、当該営業秘密を
不正に使用・開示する行為（21 条 1 項 8 号）が、それぞれ処罰対象とされて
いる。
　そして最後に、図利加害目的をもって、営業秘密侵害品の譲渡・輸出等を行









号）に関して、罰金刑の法定刑が 2000 万円以下から 3000 万円以下へと引き














































6 月 26 日（判時 624 号 16 頁・大日本印刷事件）、東京地判昭和 55 年 2 月 14
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日（判時 957 号 118 頁・建設調査会事件）、東京地判昭和 59 年 6 月 15 日（判
時 1126 号 4 頁・新薬スパイ事件）、東京地判昭和 59 年 6 月 28 日（判時 1126
号 6 頁・新薬スパイ事件）、東京地判昭和 62 年 9 月 30 日（判時 1250 号 144
頁・京王百貨店事件）、東京地判平成 9 年 12 月 5 日（判時 1634 号 155 頁・城
南信金事件）がある 4）。また、業務上横領罪を認めた裁判例として、大阪地判
昭和 42 年 5 月 31 日（判時 494 号 74 頁・鐘淵化学事件）、神戸地判昭和 56 年
3 月 27 日（判時 1012 号 35 頁・東洋レーヨン事件）、東京地判昭和 60 年 2 月
13 日（判時 1146 号 23 頁・新潟鐵工事件）、東京地判平成 10 年 7 月 7 日（判
時 1683 号 160 頁）がある。さらには、背任罪を認めた裁判例として、東京地













4）　また、東京高判昭和 63 年 12 月 20 日（判時 1302 号 86 頁・横田基地スパイ事件）、
および札幌地判平成 5 年 6 月 28 日（判タ 838 号 268 頁・札幌市住民基本台帳事件）
も参照。
5）　以上の議論について、島田聡一郎「不正競争防止法における営業秘密侵害罪の意






















　他方、昭和 60 年代に入り、政府間の貿易交渉である GATT（関税及び貿易
に関する一般協定）・ウルグアイラウンドの TRIPs（知的所有権の貿易関連の
側面に関する協定）交渉に対して先進国の民間の意向を反映させるべく、知的
6）　山口厚「営業秘密の侵害と刑事罰」ジュリスト 962 号（1990 年）46 頁以下。
7）　通商産業省知的財産政策室監修『営業秘密─逐条解説改正不正競争防止法』
（1990 年）8 頁以下および 23 頁以下。
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　その後、不正競争防止法は、平成 5 年、平成 6 年、平成 8 年、平成 10 年、

















11）　山口厚「営業秘密の刑事罰による保護」NBL820 号（2005 年）13 頁。
12）　経済産業省知的財産政策室編著・前掲注（3）書 16 頁。なお、アメリカとドイ
ツにおける営業秘密保護制度の概要について、株式会社三菱総合研究所『諸外国に

























13）　林陽一「財産的情報の刑法的保護─解釈論の見地から」刑法雑誌 30 巻 1 号
（1989 年）9 頁以下など。





　平成 15 年改正当初の営業秘密侵害罪では、4 類型が規定されていた。すな
わち、現在の 21 条 1 項 2 号にあたる「営業秘密不正取得後使用・開示罪」（14
条 3 号〔当時〕）、現在の 21 条 1 項 1 号類型より要件の厳しい「営業秘密記録
媒体等不正取得・複製罪」（14 条 4 号〔当時〕）16）、やはり、現行規定より処罰
範囲が限定されているが 17）、21 条 1 項 3 号類型および同 4 号類型にぞれぞれ相
応する「営業秘密記録媒体等不法領得後使用・開示罪」（14 条 5 号〔当時〕）
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ち出して使用・開示するという使用開示に関する国外犯規定（21 条 4 項）、退
職者、すなわち元役員、元従業員が、在職中の約束に基づき営業秘密を使用・
開示する行為を処罰対象とする退職者処罰規定（21 条 1 項 8 号）、および営業
秘密の不正開示を通じて当該営業秘密を取得した「二次的取得者」が、さらに
その営業秘密を不正に使用・開示する「二次的取得者による不正使用・開示」
の処罰規定（21 条 1 項 9 号）が新設された。さらに、法定刑が、他の知的財
産侵害犯または刑法上の財産犯との均衡を考慮し、十分な抑止効果を図る趣旨













































（2010 年）19 頁以下および 174 頁以下。
24）　図利加害目的がいかなる場合に認められるかに関して緻密な検討を加えた論稿と
して、玉井・前掲注（1）論文 34 頁以下。





効的な刑事罰による抑止を実現するための改正が、平成 27 年に行われた 25）。
　まず、営業秘密の転得者に関して、三次取得者以降の転得者も処罰対象に加
える形で、その処罰規定が整備された（21 条 1 項 8 号）。そして、不正に領得
した営業秘密により生じた物の処分行為が、新たに処罰対象として加えられた












場する。仙台地判平成 21 年 7 月 16 日（特許ニュース 12621 号 1 頁）は、パ
チスロの設定情報をライバル店に教えた行為について、平成 21 年改正前の 21
25）　経済産業省知的財産政策室編『逐条解説不正競争防止法』（2016 年）21 頁。
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条 1 項 1 号に該当する営業秘密侵害罪の成立を認めた 26）。これは、いわゆる
「営業情報」に関する事案である。また、いわゆる NAND 型フラッシュメモリ
事件に関する東京高判平成 27 年 9 月 4 日（LEX/DB：25541281）27）は、平成 21






関する事案として、名古屋地判平成 24 年 10 月 11 日（LEX/DB：25483225）28）、
名古屋地判平成 24 年 12 月 26 日（d-lLaw 判例体系：28210109）29）、大阪地裁堺
支判平成 26 年 3 月 27 日（2014WLJPCA03276002）30）、大阪地判平成 27 年 11 月
26）　被告人が、以前に勤務していたパチンコ店のコンピューターに不正アクセス行為
をして、パチスロ還元率や売上金額等の営業秘密を取得し、それを印字した用紙を
他のパチンコ店 2 店に郵送して開示したというものであり、懲役 2 年・執行猶予 3
年に処されたという事案である。本件の評釈として、一原亜貴子「判批」岡山大学










平成 21 年改正後の 21 条 1 項 4 号・3 号ロの適用が認められ、懲役 1 年 6 月・執行
猶予 3 年および罰金 70 万円に処されたという事案である。
29）　携帯電話キャリアＡ社代理店のパート従業員である被告人が、その任務に背いて
契約者情報を複製して領得し、探偵業者に電子メールで送信して開示したというも
のであり、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 4 号・3 号ロの適用が認められ、懲役 2 年・
執行猶予 3 年および罰金 70 万円に処されたという事案である。
30）　パチンコ店の副主任である被告人が、営業秘密の管理に係る任務に違背して、パ
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13 日（LEX/DB：25541839）31）、名古屋高判平成 28 年 12 月 12 日（LEX/DB：
25544966）32）、東京高判平成 29 年 3 月 21 日（高刑集 70 巻 1 号 1 頁）33）、東京高
判平成 30 年 3 月 20 日（d-lLaw 判例体系：28262016）34）といった適用例が相次
チスロ設定情報を第三者に通知して開示したというものであり、平成 21 年改正後の






平成 21 年改正後の 21 条 1 項 3 号ロ・1 号・2 号の適用が認められ、懲役 2 年・執
行猶予 3 年および罰金 100 万円に処されたという事案である。
32）　Ｃ信用金庫の個人融資部職員である被告人が、営業秘密である顧客情報を任務に
背いて、印刷により複製を作成して領得し、情交関係にあった部外者に開示したと
いうものであり、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 3 号ロ・4 号の適用が認められた。
ただし、量刑に関しては、第 1 審判決が懲役 1 年 6 月および罰金 150 万円に処した
のに対し、控訴審では、賠償等がほぼ確実になされることや反省が深まっているこ






たというものであり、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 4 号・3 号ロの適用が認められ
た。ただし、量刑に関しては、第 1 審判決（東京地裁立川支判平成 28 年 3 月 29 日
判タ 1433 号 231 頁）が懲役 3 年 6 月および罰金 300 万円に処したのに対し、控訴
審では、顧客情報の秘密管理性は認められるものの、管理等に不備があり、それは
被害者側の落ち度として、被告人にとって有利な量刑事情に相当するなどとして、
懲役 2 年 6 月および罰金 300 万円へと減軽されている。本件の評釈として、帖佐隆




のであり、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 3 号ロの適用を認め、懲役 2 年・執行猶予
3 年に処した第 1 審判決（横浜地判平成 28 年 10 月 31 日 d-1Law 判例体系：
28250768）の判断が是認されたという事案である。なお、この事案では、一部の情
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いでいる。さらに、名古屋地判平成 27 年 1 月 20 日（LEX/DB：25505781）35）
では、営業秘密を取得した外部者が処罰対象とされている 36）。
　また、「技術情報」に関して営業秘密侵害罪の成立を認めたものとして、横
浜地裁川崎支判平成 24 年 9 月 20 日（公刊物未登載）37）、横浜地判平成 28 年 1






不正競争防止法に関して、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 1 号・2 号の適用が認めら
れ、懲役 2 年 6 月・執行猶予 5 年に処せられたという事案である。
36）　また、事案の詳細は必ずしも明らかではないが、携帯電話キャリアＤ社代理店の
登録社員が、自ら探偵業者に顧客情報を開示した行為について有罪とされ、懲役 1
年 8 月・執行猶予 4 年および罰金 100 万円に処せられたという名古屋地判平成 24
年 11 月 5 日（公刊物未登載）や、電力会社Ｋ社の子会社の契約社員が顧客情報を探
偵業者に開示した行為について、契約社員のみならず探偵業者も営業秘密侵害教唆
で有罪とされ、いずれも懲役 1 年 6 月・執行猶予 3 年および罰金 20 万円に処せら
れたという名古屋地判平成 25 年 3 月 5 日（公刊物未登載）も報道されている。また、
大手自動車メーカーＮ社の従業員が、同社の営業秘密であるモーターショーに関わ
るファイルデータを自己使用のハードディスクに複製して領得したという事案につ
いて、横浜簡易裁判所が、平成 27 年 3 月 6 日に略式命令を下している。この事案に
関しては、小栗宏之「営業秘密の保護強化に関する不正競争防止法の改正と営業秘
密侵害犯の取締りについて」警察学論集 69 巻 2 号（2016 年）9 頁参照。
37）　大手プレス機械メーカーＹ社の元社員 2 名が、同社の営業秘密である設計図のフ
ァイルを CD-R に複製し、中国の会社に郵送して開示したというものであり、平成






た行為について、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 5 号・4 号・3 号ロの適用が認められ、
Ｘを懲役 2 年 6 月・執行猶予 4 年および罰金 100 万円、Ｙを懲役 2 年・執行猶予 4
年および罰金 80 万円に処されたという事案である。
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10 月 31 日（LEX/DB：25544875）は、21 条 1 項 3 号ロの適用を認めた名古屋














あり、平成 21 年改正後の 21 条 1 項 7 号、およびＩ社に 22 条 1 項の適用が認められ、
被告人 2 名が、それぞれ、懲役 1 年 6 月・執行猶予 3 年および罰金 80 万円、懲役 1





複製を作成して領得したというものであり、第 1 審判決での懲役 2 年・執行猶予 4
年および罰金 50 万円の量刑が、控訴審および上告審でも維持されたという事案であ
る。評釈として、小川麻由子「判批」警察公論 71 巻 2 号（2016 年）88 頁。また、
第 1 審判決である名古屋地判平成 26 年 8 月 20 日（LEX/DB：25504719）に関する
評釈として、帖佐隆「判批」パテント 68 巻 5 号（2015 年）12 頁。
42）　Ｓ銀行行員の被告人が、同銀行の顧客情報を、任務に背いて印刷して「顧客名
簿」を作成し、第三者に交付して開示したというものであり、21 条 1 項 3 号ロ・4
営業秘密の刑事法的保護の意義158

















































されている 48）。また、平成 19 年には、大手自動車部品メーカーの中国人従業員
46）　一原亜貴子「営業秘密侵害罪に係る不正競争防止法の平成 21 年改正について」
岡山大学法学会雑誌 60 巻 3 号（2011 年）52 頁。
47）　田村善之『不正競争法概説〔第 2 版〕』（2003 年）18 頁以下。
48）　加藤佐千夫「刑事罰による営業秘密の保護と不正競争防止法の変遷」中京法学
















の問題点」久留米大学法学 61 号（2009 年）2 頁以下も参照。この事件では、当該
従業員は業務上横領容疑で逮捕、送検されたが、名古屋地検は、「被害品のパソコン
がすでに返却され、同社から懲戒解雇処分を受けて相応の社会的制裁を受けている」








せていたＳ社の元従業員に対して、平成 24 年 4 月 19 日に、損害賠償 986 億円など
を請求する民事訴訟を東京地裁に提起するなどしたが、平成 27 年 9 月 30 日にＰ社
との間で、Ｐ社が 300 億円を支払う旨の和解が、また元従業員との間では、平成 29
年 4 月 18 日までに、元従業員が謝罪の上、解決金を支払う旨の和解が成立している。
新日鐵住金株式会社『株式會社ポスコ等との訴訟における和解について』（2015 年）、
および平成 29 年 4 月 18 日各紙報道。また、荒井寿光＝馬場錬成『知財立国が危な
い』（2015 年）88 頁〔荒井寿光発言〕参照。
51）　中原裕彦「不正競争防止法の一部を改正する法律の概要──営業秘密侵害罪にお
ける処罰対象範囲の拡大等」NBL906 号（2009 年）67 頁。




















（秘匿決定手続）と公開裁判を受ける権利」法学新報 123 巻 9=10 号（2017 年）183
頁以下で、簡単な検討を加えている。
53）　同手続の新設を厳しく批判する見解として、帖佐隆「不正競争防止法営業秘密刑











































































































れていた 60）。ところが、平成 16 年の特許法一部改正により、『公開特許公報』
58）　同上 2 頁。

















































































訂版〕』（2015 年）185 頁以下、213 頁以下。
67）　西川喜裕「知的財産戦略と営業秘密」日本知財学会誌 11 巻 2 号（2014 年）5 頁、
7 頁。また、丸島儀一『知的財産戦略──技術で事業を強くするために』（2011 年）
82 頁以下。

















罰則の適用を妨げない」とする規定（21 条 9 項）を説明することも可能になる。
　ところが、営業秘密が侵害される態様の 1 つに、退職者や転職者等が転職先
等の競業他社に営業秘密を持ち出すという行為類型がある 70）。先にみた裁判例
でも、たとえば、大阪地判平成 27 年 11 月 13 日や、いずれも同一事件に関す
る横浜地判平成 28 年 1 月 29 日の 2 件の判決、横浜地判平成 28 年 10 月 31 日、
68）　経済産業省知的財産政策室編著・前掲注（3）書（平成 15 年改正版）144 頁、経
済産業省知的財産政策室編・前掲注（25）書（商事法務版）215 頁。
69）　一原亜貴子「営業秘密侵害罪の保護法益」商学討究 59 巻 4 号（2009 年）183 頁
以下。なお、四條北斗「営業秘密の刑事法的保護の必要性について──営業秘密の




































　さらに、先に見た判例・裁判例のなかには、最決平成 28 年 10 月 31 日のほ
か、東京高判平成 27 年 9 月 4 日、さらに横浜地裁川崎支判平成 24 年 9 月 20
日のように、侵害された営業秘密が国外に持ち出されたか、その目的で侵害さ
れたという事案も見られるようになっている。
　平成 27 年改正では、21 条 3 項として、先に見た、いわゆる「海外重罰規定」







































度間競争──」知財管理 64 巻 9 号（2014 年）1315 頁以下、64 巻 10 号 1493 頁以下、
中川正浩「米国『経済スパイ法』概略」警察学論集 70 巻 1 号（2017 年）81 頁以下。








田聡一郎〕、齋野彦弥「判批」『独禁法審決・判例百選〔第 5 版〕』（1997 年）263 頁

















































平成 19 年の訴訟提起以降、最高裁で確定（最決平成 27 年 9 月 9 日 LEX/DB：
25541448・最決平成 27 年 9 月 9 日 LEX/DB：25447815）するまで 8 年もの年月を
要している。
80）　松下満雄『経済法概説〔第 4 版〕』（2006 年）31 頁以下、村上政博『独占禁止法
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むすびに代えて
　本稿では、平成 27 年改正以降の不正競争防止法における営業秘密の刑事法
的保護の意義に関して、若干の考察を加えてきた。そこでは、知的財産あるい
は「知的財産立国」をめぐる近年の動向についても言及しているところである
が、知的財産法、知的財産戦略に関して門外漢である著者において、思わぬ誤
解をしている恐れなしとしないところである。
　しかしながら、営業秘密侵害罪に限った問題ではないが、刑法解釈論におい
て、当該処罰の果たす、社会的、あるいは経済的機能について、必ずしも十分
な認識が共有されることなく、ともすれば、もっぱら条文上の文言のみを対象
とした解釈論や、明治 40 年立法当時の基本的骨格が現在でも現役である刑法
典における犯罪類型との対比での議論に終始してしまうのであれば、その議論
の果たす機能は、きわめて限定的で不十分なものとならざるをえない。
　もちろん、罪刑法定主義が妥当する刑事罰規定において、個別の文言の字義
を踏まえた個別の解釈論が重要であることは、論を俟たない。だが、それも、
当該処罰規定の果たす社会的機能を十分に踏まえた議論でなければ、現実社会
の当罰性判断との連携が保たれず、ともすれば空理空論に陥りかねない。それ
は、処罰範囲の不適切な限定のみならず、処罰範囲の不当な拡大すらも導く帰
結にも至りうることになる。
　もっとも本稿は、営業秘密侵害罪の適正な処罰範囲を検討する前提としての、
同罪の果たす意義について、きわめておおざっぱな枠組みを示したものでしか
ない。今後、個別の解釈論上の論点について、機会をみて検討を重ねていきた
いと考えている。
を確保するため、不正競争の防止及び不正競争に係る損害賠償に関する措置等を講
じ、もって国民経済の健全な発展に寄与する」という不正競争防止法の目的を考え
れば、同法に規定されていることに積極的な意義が認められると考えることができ
よう。

